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３３３３．．．．研究研究研究研究概要概要概要概要    

東南アジアやアフリカで大規模栽培の計画があり、バイオ燃料として期待されるジャト

ロファだが、乾燥地では収量が降雨量と降雨時期に大きく影響され、気候リスクが高い。

それぞれの地域環境に応じた栽培技術はまだ研究途上であり、適合品種や栽培条件は確立

されていない。 

そこで本研究では、モザンビーク共和国南部の乾燥地域に適合するジャトロファの栽培

方法を確立し、バイオディーゼル燃料(ＢＤＦ)の生産システムを構築することで、二酸化

炭素の排出削減に寄与するとともに、新産業の創出による地域住民の生活改善を目指す。

更に副産物として搾りかすから固形燃料や肥料を生産することで、薪炭需要のための樹木

の伐採を減少させ，土地荒廃の防止にも貢献する。このような事業を経済的に成立させ、

持続的に行うための技術開発とシステムの構築も目指す。 

具体的な研究項目は以下の六つである。 

1. モザンビーク南部の乾燥地域に適合するジャトロファの育種および栽培方法の確立 

2. ＢＤＦの生産および残渣利用技術の開発 

3. ＢＤＦおよび副産物の生産と利用時における安全性評価 

4. 収穫技術・変換技術の必要性の有無についての検討 

5. 経済性、温室効果ガス排出量、土地利用転換の環境など持続可能性の評価 

6. ＣＤＭ(Clean Development Mechanism)の事業性、アフリカ各国への適用性の検討 

 

４４４４．．．．評価結果評価結果評価結果評価結果    

    

総合評価総合評価総合評価総合評価    （（（（ＢＢＢＢ：所期の計画：所期の計画：所期の計画：所期の計画以下の取り組みであるが、一部で当初計画と同等以下の取り組みであるが、一部で当初計画と同等以下の取り組みであるが、一部で当初計画と同等以下の取り組みであるが、一部で当初計画と同等

またはそれ以上の取り組みも見られるまたはそれ以上の取り組みも見られるまたはそれ以上の取り組みも見られるまたはそれ以上の取り組みも見られる））））    

 

 研究の進ちょくが遅れ、さらにプロジェクトを取り巻く社会状況も変わったため、研究

項目の再構成と上位目標の再検討が必要となっている。 

特にモザンビーク側の研究面での寄与がまだ小さいことが強く懸念される。その一方で、
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ホルボールエステルの毒性研究は順調に進んでおり、圃場の選択や寒冷な気候の影響で停

滞していた育種・栽培もようやく進展が見られるようになった。 

 上位目標の再検討については、十分な議論を重ね、少なくとも関係者全員の意思が一致

することが不可欠である。時間が限られる中、関係者がより強く連携してプロジェクト目

標、さらにその先の上位目標を目指し、確実に取組んで頂きたい。 

 

４－１．４－１．４－１．４－１．国際共同研究の進国際共同研究の進国際共同研究の進国際共同研究の進ちょくちょくちょくちょく状況について状況について状況について状況について    

    

・ モザンビーク側での研究開発が、圃場の選択や機器の搬入が遅れたため、当初の計画か

ら大きく遅れているのが実情であり、この部分をどのように促進するかが今後の一番重

要なポイントと考えられる。 

 

・ 大規模プランテーションによるジャトロファ生産方式から、村落共同体をベースとした

分散型電源モデルへの転換が中間評価会で提案されたが、その方向転換が現実的かどう

か、十分な議論を重ねて精査したのか不明である。あくまでもジャトロファによるバイ

オ燃料生産とその需要先の開拓を上位目標に据えるのであれば、共同体単位でのジャト

ロファ生産推進方式が機能するだけでなく、広く普及させることが必須となる。 

 

・ 機械によるジャトロファ収穫が、「現実的ではない」という理由で断念された。機械収

穫ができないことは、経済性の面から望ましくない展開と考えられる。 

 

・ ホルボールエステルに関する毒性の評価は高いレベルの研究で、育種・栽培でも一定の

成果は出ている。また、ジャトロファの残渣を利用した固形燃料のリスク管理等、実用

性を高める研究でも一定の成果が期待できる。 

 

４－２．４－２．４－２．４－２．国際共同研究の実施体制について国際共同研究の実施体制について国際共同研究の実施体制について国際共同研究の実施体制について    

    

・ カウンターパートとの協力関係構築や、研究の進ちょく管理、研究チーム間の協力体

制、特にホルボールエステルの毒性研究における久留米大と金沢工大の関係調整や、

上位目標の変更などにおいて、代表者のリーダーシップ不足が見受けられる。参加各

機関のチームの連携強化と、強いリーダーシップが望まれる。 

 

・ モザンビーク側とのコミュニケーションが全く不十分な状況にあると考えられ、日本側

からの働きかけを強める必要がある。評価会に先立って行われたＪＩＣＡ中間レビュー

は、プロジェクトの目的やアウトプット、指標などを整理し、各機関の役割分担を明確

にすることを求めるとともに、成果や情報の共有を進めるべく、事務局であるＪＳＴ、

ＪＩＣＡも含めた全参加機関が顔をそろえるテレビ会議を、半年に一度開催することを

求めた。研究代表者の強いリーダーシップの下、コミュニケーションを密にしていくこ
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とが必要である。 

 

・ 東京大学の若手研究員が 2013 年 8 月から長期専門家として渡航し、研究機関の間で調

整を行っている。研究員はポルトガル語にも堪能で、さまざまな相談ごとにも対応でき

ることから、カウンターパートからの受けもよく、研究機関の間でコミュニケーション

を欠いていた本プロジェクトに対し、カンフル剤の役目を果たしている。2013 年 11 月

からは新任の業務調整員も加わり、二人のコンビがプロジェクトのコーディネーターと

して効果を発揮し始めているのはよいニュースと考えられる。 

 

・ 本研究に必要な機器は整備されており、これまでの研究費の執行状況は妥当とみられる

が、機材を設置する建屋の改修がプロジェクトに必須なものか見極める必要がある。 

 

４－３．４－３．４－３．４－３．科学技術の発展と今後の研究について科学技術の発展と今後の研究について科学技術の発展と今後の研究について科学技術の発展と今後の研究について    

    

・ ジャトロファ栽培を担う農民の動機づけとして、分散型電源（バイオ燃料発電）によ

る農村電化を新たな実証プロジェクトとして追加する構想について、農村電化を担う

ＦＵＮＡＥが加わるなど、軌道修正を反映した関係機関が揃っている様子が見受けら

れる。ただし、実証プロジェクトの中身が十分に示されておらず、プロジェクト概要

をまとめたＰＤＭ(Project Design Matrix)やＰＯ(Plan of Operation:事業計画)の変

更や、農村電化の実証部分についての対応もない。発電用として成立するかどうかの

検討や、関係者の間での議論や情報共有も不足しているようである。 

 

・ 論文の発表数がわずか 4 本と極めて少ない。しかも、日本とモザンビーク研究者によ

る共著での論文が皆無である。日本への留学生はなく、研修参加者もまだまだ少なく、

このままでは相手国の研究開発や事業化にあたる人材育成が不十分に終わる懸念があ

る。 

 

・ モザンビーク側での機材調達や圃場選定の遅れもあり、実質的に日本側の研究機関だ

けで毒性やリスク評価の分析が進められており、モザンビーク側の研究者と一緒に、

現地の条件を反映した分析が十分になされているとは言えない。モザンビーク側の研

究者がパフォーマンスを十分に発揮できるよう、日本側からもっとできることがなか

ったかについて考察し、今後の対策に生かしていく必要がある。 

 

・ 現地に投入された長期滞在の日本人研究者は、研究のコーディネートが中心的な仕事

となっており、グローバル化に対する経験は積まれていくと見込まれる。その一方で、

日本人若手研究人材の育成という点での効果は限定的である。今後モザンビーク側の

研究が本格化することで、研究交流を通じた日本人若手研究人材の育成にも貢献する

ことに期待したい。 
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４－４．４－４．４－４．４－４．持続的研究活動等への貢献の見込みについて持続的研究活動等への貢献の見込みについて持続的研究活動等への貢献の見込みについて持続的研究活動等への貢献の見込みについて    

    

・ 相手国側の研究活動の本格化はこれからのようであり、将来的な持続性についての評価

も今後の成果を待つ必要がある。ただ、これまでの論文発表の状況を踏まえると、持

続的研究活動が続けられる見通しが期待できるとは言えない。 

 

・ 発電として成立、普及するか否かは今後の成果と政府、企業などへの働きかけにかかっ

ていると思われる。農業省、エネルギー省は、プロジェクト参加者を構成するＪＣＣ

(Joint Coordinating Committee)会議のメンバーではあったが、Ｒ/Ｄ(Record of 

Discussion:討議議事録)やＭＭ(Minutes of Meeting:議事録)の署名者でもなく、ＪＣ

Ｃ会議がこれまで一度も開催されなかったこともあり、プロジェクトの概要や成果に

ついて知らされていなかったことが判明している。成果の社会実装をスムーズに進め

るためにも、政府関係者との情報共有は不可欠と考えられる。 

 

４－５．４－５．４－５．４－５．今後の今後の今後の今後の課題課題課題課題    

    

 今後、残りおよそ 2 年の国際共同研究期間で成果目標を達成するために、以下に示す課

題に取り組んで頂きたい。 

 

・ 強いリーダーシップを発揮し、研究を加速するべき 

研究代表者が強いリーダーシップを発揮し、早急にＰＤＭ、ＰＯを再構築し、各研究グ

ループの作業分担やターゲットを明確化し、大きな成果につなげることを期待したい。時

間が限られる中で最大限の成果を挙げるには、全体の目標と責任分担を明確化し、課題お

よびそのステップごとの目標を定め、相互に進ちょく状況を点検しつつ、細かい見直しを

重ねるという仕組みに沿い、今後の取り組みを加速化していく必要がある。 

 

・ 論文発表、口頭発表の機会を増やするべき 

研究代表者は目標とする論文の数を決め、各研究の分担者に対し、成果を出す責任があ

ることを明確に伝えていく必要がある。育種・栽培や経済性の分析で参加するメンバーに

ついても、口頭発表や論文の共著者となるなど、成果の発表が可能になるように工夫して

いく必要がある。 

 

・ 日本側が常にリードし、研究打ち合わせの頻度を増やするべき 

先方との共同研究の打ち合わせや人的交流をしっかり行い、先方にまかすのではなく、

日本側がリードしながら一緒に進めていくという形を取ることを勧めたい。他のプロジェ

クトでも、カウンターパート側が各種の理由を挙げながら研究を進めてくれない事例が多

く、日本側リーダーがしっかりリードしていく重要性が認められている。これまでの打ち
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合わせの頻度を考えれば、今までの５倍以上の頻度（できれば月に１回）でテレビ会議シ

ステムを用いて進めていくことを強く勧めたい。 

 

・ セミナーやシンポジウムを活用するべき 

研究グループの会合は、これまで研究者の打ち合わせに限られ、研究者を対象としたワ

ークショップや一般人も含めたシンポジウムを開催したことが一度もない。セミナーやシ

ンポジウム等の成果報告の場をもっと活用し、人材育成に結びつけるべきである。また、

研究成果を中央政府関連省庁だけでなく、他研究機関や住民等とも広く共有することも社

会実装に向けて重要な取り組みであり、可能な限りＪＣＣ会議やシンポジウムに出席して

もらうようにするべきである。 

 

・ 農村電化の実証実験の意義を明らかにするべき 

ジャトロファの新しい使途として、当初の予定にはなかった分散型電源（バイオ燃料発

電）による農村電化を新たな実証プロジェクトが行われることになった。しかし、自動車

用のＢＤＦとして活用される見通しが立たないため、とりあえず発電に利用するというこ

とでは、あまりに刹那的である。こうした印象は、発電に関するプロジェクトの全体像が

見えず、机上の数値計算に終わっているように見えるためでもある。20 ヘクタールでのジ

ャトロファの栽培を誰が、どのように行い、発電設備を備えた拠点を意味するパワーキオ

スクの収益はどこで得られるのかなど具体的な全体像を明らかにするべきである。 

 

・ 社会実装に向けた調査をするべき 

農村電化を上位目標に取り込むのであれば、マスバランス及びエネルギーバランスをし

っかり取り、ＬＣＡ(Life Cycle Assessment:ライフサイクルアセスメント)を含めた全体

プロセスの評価を行って欲しい。少なくとも他のエネルギーシステムに対する優位性を明

確にして欲しい。また、ビジネスとしての成立性を早急に検討する必要がある。コストや、

ＪＣＭ(Joint Crediting Mechanism:二国間クレジット制度)の対象となりうるための条件、

それが実現したときに期待できる支援額などを概算でも良いから出してみたらどうか。モ

ザンビークにおけるエネルギー戦略に寄与できるよう、長期的な視点で戦略の立案を行っ

て頂きたい。 
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